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News release 
2023年 8月 2日 

PwCあらた有限責任監査法人 

 

PwCあらた、経済産業省が定める「DX認定事業者」の認定を更新、

企業の DX認定対応支援にあたり約 100社と対話 
 

 

PwCあらた有限責任監査法人（東京都千代田区、代表執行役：井野 貴章、以下「PwCあらた」）は 8月

1 日付けで、経済産業省が定める「デジタルガバナンス・コード」の基本的事項に対応する企業を国が認

定する DX認定制度に基づき、「DX認定事業者」としての認定*1が更新されました。 

 
*1 （2021年 8月 12日）PwCあらた、経済産業省が定める DX認定制度で認定され、 企業の DX認定対応支援を本格化 

 

PwC あらたでは、2018 年に策定した Vision2025“デジタル社会に信頼を築くリーディングファーム”*2を

通じて、デジタル化した社会が必要とする信頼構築や課題解決に向けてその歩みを進めてきました。デ

ジタルテクノロジーと人財への積極的な投資、カルチャー変革の取り組み、監査業務の標準化、デジタル

ツールの開発・導入が大きく進展したことが評価され、このたび認定を更新できたと考えています。 

そして PwCあらたでは 2023年 7月に中期経営ビジョンを刷新し、Assurance Vision2030として、2030

年の社会に存在しうる多様な“信頼の空白”を埋めるため、“統合されたアシュアランス”を実現することを

大きなテーマとし*3、現在取り組みを進めています。 

 

*2 （2018年 11月 5日）PwCあらた、2025年に向けた Visionを発表 

*3 （2023年 7月 3日）PwCあらた、2030年に向けた中期経営ビジョン「Assurance Vision 2030 -日本の未来に、あらた

な信頼を」を発表 

 

企業のDX認定対応支援については、DX成熟度の診断、ガバナンス整備の枠組みや DXジャーニー／

ロードマップの策定、ステークホルダーへの公表に向けたディスカッションを行い、DX 認定申請に係る必

要事項とアクションを明確化した上で、DX認定申請までの一連の整備をサポートしています*4。お問い合

わせいただき、DX認定や DX推進について対話した企業数は約 100社となり、多数の企業の DX認定

支援を行い*5、知見を深めています。 

 

*4 「DX認定」対応支援 

*5 DX認定対応支援事例: 
・肥後銀行：DX認定取得で地域 DXを推進 

・西松建設：デジタルによる「空間」のイノベーションの実現 

・ひろぎん HD：「未来を、ひろげる。」ための DX推進 

 

PwC あらたは、PwC Japan グループや PwC のグローバルネットワークと連携し、DX 認定対応支援に

留まらず、企業の変革を中長期的な視点で包括的に支援してまいります。 

 

以上 

https://www.pwc.com/jp/ja/press-room/dx-certification210812.html
https://www.pwc.com/jp/ja/press-room/aarata-vision2025.html
https://www.pwc.com/jp/ja/press-room/vision2030_230703.html
https://www.pwc.com/jp/ja/press-room/vision2030_230703.html
https://www.pwc.com/jp/ja/services/assurance/process-system-organization-data-management/risk-governance-advisory/dx-governance/dx-recognition-support.html
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/track-record/dx-recognition-support-higobank.html
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/track-record/nishimatsu-construction.html
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/track-record/hirogin-hd.html
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PwCあらた有限責任監査法人について       www.pwc.com/jp/assurance 

PwCあらた有限責任監査法人は、PwCグローバルネットワークのメンバーファームとして、日本の未来にあらたな信頼を

もたらすことをビジョンとしています。世界で長年にわたる監査実績を持つ PwCネットワークの監査手法と最新技術により

世界水準の高品質な監査業務を提供するとともに、その知見を活用した会計、内部統制、ガバナンス、サイバーセキュリ

ティ、規制対応、デジタル化対応、株式公開など幅広い分野に関する助言（ブローダーアシュアランスサービス）を通じて

社会の重要な課題解決を支援しています。 

 

PwCについて       www.pwc.com  

PwC は、社会における信頼を構築し、重要な課題を解決することを Purpose（存在意義）としています。私たちは、世界

152 カ国に及ぶグローバルネットワークに約 328,000 人のスタッフを擁し、高品質な監査、税務、アドバイザリーサービス

を提供しています。詳細は www.pwc.com をご覧ください。 

 

PwC Japanグループについて    www.pwc.com/jp  

PwC Japanグループは、日本における PwCグローバルネットワークのメンバーファームおよびそれらの関連会社の総称

です。各法人は独立した別法人として事業を行っています。 

複雑化・多様化する企業の経営課題に対し、PwC Japanグループでは、監査およびアシュアランス、コンサルティング、デ

ィールアドバイザリー、税務、そして法務における卓越した専門性を結集し、それらを有機的に協働させる体制を整えてい

ます。また、公認会計士、税理士、弁護士、その他専門スタッフ約 10,200 人を擁するプロフェッショナル・サービス・ネット

ワークとして、クライアントニーズにより的確に対応したサービスの提供に努めています。 
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